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２－13　災害時の歯科医療救護活動に関する協定書

　松川村（以下「甲」という。）と社団法人大北歯科医師会（以下「乙」という。）とは、災害時の歯科医療救護活動について、次のとおり協定を締結する。

　（趣旨）

第１条　この協定は、松川村地域防災計画（以下「防災計画」という。）に基づき、甲が乙の協力を得て行う歯科医療救護活動の実施に関し、必要な事項を定める。

　（大北地域大規模災害医療救護計画・大規模災害医療救護活動マニュアル）

第２条　乙は、長野県地域包括医療協議会大北支部（以下「包括」という。）が定めた大北地域大規模災害医療救護計画（以下「医療救護計画」という。）並びに大規模災害医療救護活動マニュアルに基づき医療救護活動を実施する。

　（歯科医療救護班の派遣）

第３条　甲は、防災計画に基づき歯科医療救護活動を実施する必要が生じた場合は、乙に対し歯科医療救護班の編成及び派遣を要請する。

２　乙は、前項の要請を受けたときは、直ちに歯科医療救護班を編成し、災害現場の救護所等に派遣する。

　（歯科医療救護班の任務）

第４条　歯科医療救護班は、原則として甲が避難場所、災害現場等に設置する救護所において歯科医療救護活動を行う。

２　歯科医療救護班の任務は、次のとおりとする。

　(１)　歯科傷病者の収容歯科医療機関への転送の要否及び転送の順位の決定

　(２)　歯科傷病者に対する応急処置

　(３)　死体の確認及び検案等に対する協力

　(４)　その他歯科医療救護活動に関する必要な処置

　（歯科医療救護班に対する指揮）

第５条　乙の派遣する歯科医療救護班に対する指揮は、乙の長を通じて行う。

　（医療救護班の輸送）

第６条　甲は、歯科医療救護活動が円滑に実施できるよう、歯科医療救護班の輸送について、必要な措置をとる。

　（医薬品等の供給）

第７条　災害時の歯科医療救護活動のため、乙が派遣する歯科医療救護班が使用する医薬品等は、当該歯科医療救護班が携行するもののほか、甲が供給する。

　（収容歯科医療機関の指定）

第８条　乙は、甲が傷病者の収容歯科医療機関を指定しようとするときは、これに協力する。

　（歯科医療救護所の設置）

第９条　甲は、災害の状況により必要に応じて歯科医療救護所を設置する。

２　甲は、前項に定めるもののほか、災害の状況により必要と認めたときは、歯科医療救護活動が可能な被災地周辺の歯科医療施設に、乙の協力を得て歯科医療救護所を設置する。

３　甲は、歯科医療救護所において歯科医療救護班が必要とする給食、給水等の手配を行う。

　（医療費）

第10条　歯科医療救護所における医療費は無料とする。

２　収容歯科医療機関における医療費は患者負担とする。

　（費用弁償）

第11条　甲の要請に基づき、乙が歯科医療救護活動を実施した場合に要する次の費用は、甲が負担する。

　(１)　歯科医療救護班の編成、待機及び派遣に要する経費

　(２)　歯科医療救護班が携行した医薬品等を使用した場合の実費弁償

２　前項の実費弁償の額については、甲乙協議のうえ、別に定める。

　（損害補償）

第12条　甲は、乙が派遣した歯科医療救護活動従事者（以下「従事者」という。）が歯科医療救護活動中に負傷し若しくは疾病にかかり又は死亡した場合は、市町村非常勤職員公務災害補償条例（平成５年長野県市町村総合事務組合条例第４号）の規定に準じて補償を行う。

２　第９条第２項の規定により歯科医療救護所を設置した歯科医療施設において、歯科医療救護活動に伴う施設及び設備の損傷については、甲が負担する。

　（第三者に対する損害賠償）

第13条　乙が派遣した従事者が歯科医療救護活動中に第三者に対して損害を及ぼしたときは、甲乙協議のうえ、その賠償方法及び賠償額を定める。

　（医事紛争の処理）

第14条　歯科医療救護班が歯科医療救護活動により患者との間に医事紛争が生じたときは、乙は、直ちに甲に連絡する。

２　甲は、前項の連絡を受けたときは速やかに調査し、乙と協議のうえ誠意をもって解決のため適切な措置を講ずる。

　（報告）

第15条　乙は、歯科医療救護活動終了後、速やかに甲の定めるところにより、従事者の氏名及び人数その他歯科医療救護活動の内容を甲に報告する。

　（費用等の請求）

第16条　乙は、第11条の費用及び第12条の補償（以下「費用等」という。）を請求するときは、甲の定めるところにより行う。

　（支払）

第17条　甲は、前条の規定により費用等の請求があったときは、その内容を審査し、適当であると認めたときは、その費用等を速やかに乙に支払う。

　（防災訓練等への参加）

第18条　乙は、甲の要請に基づき甲が実施する防災訓練等に参加する。

　（実施細則）

第19条　この協定に定めるもののほか、この協定を実施するために必要な事項は、別に定める。

　（協議）

第20条　この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じた事項については、甲乙協議して定める。

　（協定期間）

第21条　この協定の有効期間は、平成24年３月28日から平成25年３月27日までとする。

２　この協定の有効期間満了１月前までに、甲乙いずれかから何ら意思表示がないときは、期間満了日の翌日から更に１年間延長するものとし、以後同様とする。

　この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。

　　　　平成24年３月28日

甲　　松川村　　平　林　明　人　

乙　　社団法人大北歯科医師会　　

会　長　　岡　江　　曻　
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